
議案第１７号 

 

 

   令和７年度宮若市下水道事業会計予算について 

 

 

 上記の予算案を次のとおり提出する。 

 

 

  令和７年２月２５日 

宮若市長  塩 川 秀 敏 

 

 

 

理 由 

 令和７年度宮若市下水道事業会計予算について、地方公営企業法（昭和２７

年法律第２９２号）第２４条第２項の規定により、議会の議決を求めるもので

ある。 

 

 



宮若市下水道事業会計予算書

令 和 ７ 年 度



第４項

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

戸

３４５，０００

１，３００

４０１，９４７

（イ）

（ウ）

第２項

支　　　出

第１条　令和７年度宮若市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（総則）

（業務の予定量）

（収益的収入及び支出）

ポンプ場建設改良費

流域下水道建設負担金

４９２，８３４

９９，０００

㎥

千円

千円

千円

管 路 建 設 費

収　　　入

（ア）

６７，３８２

千円

第１款 千円

４７２，７８５

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

営 業 外 費 用

予 備 費 １００ 千円

第１項

４７８，１４５

７６，１９６ 千円

１０１ 千円

２ 千円

下水道事業費用

千円５１，７１９

第１款

営 業 費 用

第１項

令和７年度 宮若市下水道事業会計予算

千円

特 別 利 益

特 別 損 失

（１）

（２）

主要な建設改良事業

第３項

下水道事業収益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

（３）

第２項

第３項

年 間 有 収 水 量

排 水 戸 数

千円４２０，８６５
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４．００％以内

　政府資金、その他銀行等について
は、その融資条件による。
　ただし、財政その他の都合により
繰上償還又は低利に借換することが
できる。

流域下水道事業 ６５，６００

第４項

８３７，００１ 千円

（企業債）

千円

支　　　出

千円

３５６，６００

（資本的収入及び支出）

千円

千円

他会計補助金

収　　　入

千円１００

公共下水道事業 ２９１，０００

証書借入

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

第２項

第１項

企業債償還金

第５項

第３項

企 業 債

　るものとする。）

第２項 国 庫 補 助 金

第１款 資 本 的 収 入

第１項

６４７，４８２ 千円

２７，８４３

負担金及び分担金

千円

千円

１７７，６８５

予 備 費

千円

資 本 的 支 出

１９３，０００

１３，６７２

建 設 改 良 費

利率

第１款

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１８９，５１９千円

　は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３８，５５９千円、過年度分損益勘定留保資金１５０，９６０千円で補てんす

５６，３６７

６５９，２１６

償還の方法

第３項

他会計出資金

合　　　計 ３５６，６００

（単位：千円）
起債の目的 限度額 起債の方法
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（他会計からの補助金）

第９条　下水道事業経営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１２５，８４３千円である。

職員給与費

第６条　一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用。

６７，０６１

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

宮 若 市 長

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

塩 川 秀 敏

千円

（１）

（１）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

（２） 建設改良費、企業債償還金の間の流用。

（一時借入金）

令和７年２月２５日提出
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（単位：千円）

予定額
 備考

１ 下水道事業収益 478,145

１ 営業収益 76,196

１ 下水道使用料 64,515

２ 雨水処理負担金 11,378

３ その他営業収益 303

２ 営業外収益 401,947

１ 受取利息及び配当金 2

２ 他会計負担金 129,252

３ 他会計補助金 98,000

４ 国庫補助金 1,300

５ 長期前受金戻入 163,327

６ 消費税及び地方消費税還付金 10,000

７ 雑収益 66

３ 特別利益 2

１ 過年度損益修正益 1

２ その他特別利益 1

令和７年度 宮若市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　入

款 項 目
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（単位：千円）

予定額
 備考

１ 下水道事業費用 472,785

１ 営業費用 420,865

１ 管渠費 2,489

２ ポンプ場費 7,704

３ 総係費 52,314

４ 流域下水道維持管理負担金 109,962

５ 減価償却費 248,395

６ 資産減耗費 1

２ 営業外費用 51,719

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 51,719

３ 特別損失 101

１ 過年度損益修正損 100

２ その他特別損失 1

４ 予備費 100

１ 予備費 100

支　　出

款 項 目
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（単位：千円）

予定額
 備考

１ 資本的収入 647,482

１ 企業債 356,600

１ 企業債 356,600

２ 国庫補助金 193,000

１ 国庫補助金 193,000

３ 負担金及び分担金 13,672

１ 受益者負担金 10,590

２ 受益者分担金 3,082

４ 他会計補助金 27,843

１ 他会計補助金 27,843

５ 他会計出資金 56,367

１ 他会計出資金 56,367

款 項 目

資本的収入及び支出

収　　入
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（単位：千円）

予定額
 備考

１ 資本的支出 837,001

１ 建設改良費 659,216

１ 管路建設費 492,834

２ ポンプ場建設改良費 99,000

３ 流域下水道建設負担金 67,382

２ 企業債償還金 177,685

１ 企業債償還金 177,685

３ 予備費 100

１ 予備費 100

支　　出

款 項 目
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１　業務活動によるキャッシュフロー

当年度純利益 1,778,000

減価償却費 248,395,000

引当金の増減額 △ 3,142,000

長期前受金戻入額 △ 163,327,000

受取利息及び配当金 △ 2,000

支払利息及び企業債取扱諸費 51,719,000
固定資産除却費 1,000
未収金の増減額 7,797,000

未払金の増減額 33,738,000

小計 176,957,000

受取利息及び配当金 2,000

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 51,719,000

　　業務活動によるキャッシュフロー 125,240,000

２　投資活動によるキャッシュフロー

有形固定資産の取得による支出 △ 538,031,000

無形固定資産の取得による支出 △ 61,257,000

国庫補助金による収入 175,455,000

受益者負担金及び分担金による収入 12,430,000

他会計負担金及び他会計補助金による収入 18,425,000

　　投資活動によるキャッシュフロー △ 392,978,000

３　財務活動によるキャッシュフロー

企業債の発行 356,600,000

企業債の償還 △ 177,685,000

他会計からの出資による収入 56,367,000

　　財務活動によるキャッシュフロー 235,282,000

４　資金の増減額 △ 32,456,000

５　資金の期首残高 211,596,624

６　資金の期末残高 179,140,624

（単位：円）

令和７年度　宮若市下水道事業会計キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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（１）総　括

報　酬 給　料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1)
3

1,868 12,680 10,560 25,108 4,865 29,973

(1)
5

1,797 17,733 11,627 31,157 5,931 37,088

(2)
8

3,665 30,413 22,187 56,265 10,796 67,061

(1)
3

1,636 12,127 9,458 23,221 4,445 27,666

(0)
6

0 21,358 12,936 34,294 6,976 41,270

(1)
9

1,636 33,485 22,394 57,515 11,421 68,936

(0)
0

232 553 1,102 1,887 420 2,307

(1)
△1

1,797 △ 3,625 △ 1,309 △ 3,137 △ 1,045 △ 4,182

(1)
△1

2,029 △ 3,072 △ 207 △ 1,250 △ 625 △ 1,875

扶　養 地域手当 住　居 通　勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児　童 退　職
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 510 639 609 796 0 924 1,409 13,782 240 3,278

前年度 1,134 0 648 726 0 912 1,400 13,443 480 3,651

比　較 △ 624 639 △ 39 70 0 12 9 339 △ 240 △ 373

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

職員手当
内　　訳

区　分

給 与 費 明 細 書

比　較 資本勘定支弁職員

区　　分

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

前年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

本年度

給　　　与　　　費 法　定
福利費

合　計職員数

損益勘定支弁職員

備　　考

合　　　　　　計
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(0)
3

0 12,680 9,835 22,515 4,423 26,938

(0)
5

0 17,733 10,938 28,671 5,492 34,163

(0)
8

0 30,413 20,773 51,186 9,915 61,101

(0)
3

0 12,127 9,059 21,186 4,081 25,267

(0)
6

0 21,358 12,936 34,294 6,976 41,270

(0)
9

0 33,485 21,995 55,480 11,057 66,537

(0)
0

0 553 776 1,329 342 1,671

(0)
△1

0 △ 3,625 △ 1,998 △ 5,623 △ 1,484 △ 7,107

(0)
△1

0 △ 3,072 △ 1,222 △ 4,294 △ 1,142 △ 5,436

扶　養 地域手当 住　居 通　勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児　童 退　職
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 510 639 609 796 0 924 1,400 12,377 240 3,278

前年度 1,134 0 648 726 0 912 1,400 13,044 480 3,651

比　較 △ 624 639 △ 39 70 0 12 0 △ 667 △ 240 △ 373

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

職員手当
内　　訳

区　分

比　較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

前年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

備　　考

本年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

区　　分
職員数

給　　　与　　　費 法　定
福利費

合　計
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　　イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1)
0

1,868 0 725 2,593 442 3,035

(1)
0

1,797 0 689 2,486 439 2,925

(2)
0

3,665 0 1,414 5,079 881 5,960

(1)
0

1,636 0 399 2,035 364 2,399

(0)
0

0 0 0 0 0 0

(1)
0

1,636 0 399 2,035 364 2,399

(0)
0

232 0 326 558 78 636

(1)
0

1,797 0 689 2,486 439 2,925

(1)
0

2,029 0 1,015 3,044 517 3,561

扶　養 地域手当 住　居 通　勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児　童 退　職
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 0 0 0 0 0 9 1,405 0 0

前年度 0 0 0 0 0 0 0 399 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0 9 1,006 0 0

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

区　　分
職員数

給　　　与　　　費 法　定
福利費

合　計
備　　考

本年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

前年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

比　較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

職員手当
内　　訳

区　分
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増減額

（千円）

昇給によるもの 昇給率 0.28%

365 （昇給期）

　　1月 7人

給与改定によるもの 職員の異動の状況

1013 （会計年度任用職員を除く）

採用によるもの 　　本年度 8人

2,116 　　前年度 9人

退職によるもの 　　増減 △1人

△ 6,584 採用者等 1人

会計間異動によるもの 退職者等 2人

18 　　　会計間異動 増 1人

減 1人

扶養手当 △ 624 給与改定によるもの

地域手当 639 814

住宅手当 △ 39 昇給によるもの

通勤手当 70 405

管理職手当 12 採用によるもの

時間外手当 9 1,177

期末勤勉 339 退職によるもの

児童手当 △ 240 △ 4,265

退手負担金 △ 373 会計間異動によるもの

△ 282

会計年度任用によるもの

1,015

その他

929

△ 207職員手当

△ 3,437

365

説　　　明

（職員数）昇給等に伴う増減分

△ 3,072

区　分

給　料

増　減　事　由　別　明　細
備　　　考

その他の増減分

その他の増減分

（千円）
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（３）給料及び職員手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初任給

平均年齢 　　（歳）

一 般 行 政 職

３１５，６７５

３６６，４８８

４３．１歳

３０８，８４４

３５３，４７４

４３．３歳

平均給料月額 （円）

区　　　　　　分

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

平均年齢 　　（歳）

２２０，０００

１８８，０００

平均給与月額 （円）

技 能 労 務 職

（円） （円） （円）

大　学　卒 ２２０，０００

高　校　卒

備　　考

一 般 行 政 職

国　の　制　度

１９４，５００

備　　考区　　分 一 般 行 政 職

令和７年４月１日現在

令和６年４月１日現在
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　　ウ　等級別職員数

級

１級 １ （　　　） １２．５ （　　　）

２級 １ （　　　） １２．５ （　　　）

３級 ２ （　　　） ２５．０ （　　　）

４級 ２ （　　　） ２５．０ （　　　）

５級 １ （　　　） １２．５ （　　　）

６級 １ （　　　） １２．５ （　　　）

７級 （　　　） （　　　）

計 ８ （　　　） １００ （　　　）

１級 １ （　　　） １１．１ （　　　）

２級 ２ （　　　） ２２．２ （　　　）

３級 １ （　　　） １１．１ （　　　）

４級 ３ （　　　） ３３．４ （　　　）

５級 １ （　　　） １１．１ （　　　）

６級 １ （　　　） １１．１ （　　　）

７級 （　　　） （　　　）

計 ９ （　　　） １００ （　　　）

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

一 般 行 政 職
区　　分

令和７年４月１日現在

令和６年４月１日現在

備　　考
構成比（％）職員数（人）
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　　　　（級別の標準的な職務内容）

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級

主　査

係　長

　　エ　昇給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

　１号給 （人）

　２号給 （人）

　３号給 （人）

　４号給 （人）

　６号給 （人）

　８号給 （人）

　比率 （％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

　１号給 （人）

　２号給 （人）

　３号給 （人）

　４号給 （人）

　６号給 （人）

　８号給 （人）

　比率 （％）

区　　分

一般行政職 課長補佐主任主事

１本年度

前年度

７７．８

５

８

５

９

一 般 行 政 職合　　計

８７．５

９

１

１

７

５

２

５

８７．５

７

調整監課　長

７ ７

８

１

　職　　 員 　　数

７７．８

　号　給　数　別　内　訳

２

（Ｂ）／（Ａ）

　昇給に係る職員数

主　事主　事

区　　　　　　　　分

（Ｂ）／（Ａ）

　職　　 員 　　数

　昇給に係る職員数

　号　給　数　別　内　訳
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　　オ　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は、再任用職員の支給率

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

国の制度

（支給率等）

６月（月分）

（１．１７５）

本年度

前年度

国の制度

（月分） （月分） （月分）

（１．２）

２．３

（１．２）

２．２５ ２．２５ ４．５

（１．２） （２．４）
３級５％から７級２０％

支　給　期　別　支　給　率
区　分 備　考職制上の段階、職務の級等による加算措置

支給率計１２月（月分）

３級５％から７級２０％

３３．２７０７５

２０年勤続の者 ２５年勤続の者

（２．３５）

備　考

４．６２．３
３級５％から１０級２０％

（１．１７５）

支給率等 制度なし

（１．２） （２．４）

（月分）
その他の加算措置

２４．５８６８７５

２．３ ２．３ ４．６

区　分

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９

４７．７０９ ４７．７０９

３５年勤続の者 最高限度

制度なし
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　　キ　地域手当

　　ク　特殊勤務手当

　　ケ　その他の手当

支給率（％） ２

８支給対象職員数（人）

国の指定基準に基づく支給率（％） ２

　　　  （令和７年４月１日現在）

　　　 代表的な特殊勤務手当の名称

－

　　　 給料総額に対する比率　（％）

一 般 行 政 職区　　　　分

－

住　居　手　当

同

異

差異の内容区　　分 国の制度との異同

新築・購入５年未満の住居手当の支給を継続　　２，５００円／月
支給要件の家賃を月額１２，０００円以上（国：１６，０００円以上）とし、支
給限度額を２７，０００円（国：２８，０００円）としている

　　　 支給対象職員の比率　　（％）

－

扶　養　手　当

通　勤　手　当 同
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（単位：円）

１　固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 26,768,159

　　ロ　建物 99,373,940

　　　　減価償却累計額 △ 34,861,297 64,512,643

　　ハ　構築物 7,891,484,720

　　　　減価償却累計額 △ 809,016,125 7,082,468,595

　　ニ　機械及び装置 598,247,359

　　　　減価償却累計額 △ 105,142,863 493,104,496

　　ホ　車輛及び運搬具 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ヘ　工具器具及び備品 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ト　建設仮勘定 0

　　有形固定資産合計 7,666,853,893

（２）無形固定資産

　　イ　施設利用権 1,532,919,293

　　無形固定資産合計 1,532,919,293

　　固定資産合計 9,199,773,186

２　流動資産

（１）現金預金 179,140,624

（２）未収金 47,858,701

　　　貸倒引当金 △ 530,000 47,328,701

（３）有価証券 100,000

（４）その他の流動資産 0

　　流動資産合計 226,569,325

　　資産合計 9,426,342,511

令和７年度　宮若市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資　産　の　部
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３　固定負債

（１）企業債 4,207,264,617

　　固定負債合計 4,207,264,617

４　流動負債

（１）企業債 189,224,381

（２）未払金 123,147,000

（３）引当金

　　イ　賞与引当金 5,391,000

（４）預り金 300,000

（５）その他の流動負債 100,000

　　流動負債合計 318,162,381

５　繰延収益

（１）長期前受金 5,440,473,149

（２）長期前受金収益化累計額 △ 726,710,687

　　繰延収益合計 4,713,762,462

　　負債合計 9,239,189,460

負　債　の　部
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６　資本金

（１）資本金 95,809,037

　　資本金合計 95,809,037

７　剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　国庫補助金 0

　　ロ　負担金 0

　　ハ　他会計補助金 0

　　ニ　受贈財産評価額 26,768,159

　　資本剰余金合計 26,768,159

（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金 0

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 64,575,855

　　利益剰余金合計 64,575,855

　　剰余金合計 91,344,014

　　資本合計 187,153,051

　　負債資本合計 9,426,342,511

資　本　の　部
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注記

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

（１）固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

・主な耐用年数 建物 １５年～５０年

構築物 ５０年

機械及び装置 １０年～３０年

イ 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

・主な耐用年数 施設利用権 ４５年

（２）引当金の計上方法

ア 賞与引当金及び法定福利費引当金

イ 貸倒引当金

ウ 退職給付引当金

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表等関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　本市は、退職手当組合に加入しており、下水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出しているが、一般会

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が

基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。

負担すると見込まれる額は、８６０，７５４千円である。

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

計との取り決めにより、下水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は一般会計において措置

することとなっているため、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、過去の収納実績率等により回収不能見込額を計上している。
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（２）引当金の取崩し

ア 賞与引当金

３．セグメント情報

（１）報告セグメントの概要

（２）報告セグメントごとの営業収益等

令和７年度（自　令和７年４月１日　　至　令和８年３月３１日）

（注）上記、表中の数値については、税抜で記載している。

営業収益

営業費用 331,457 77,128

　宮若市下水道事業会計は、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営していることから、公共下水道事業及び

合計特定環境保全公共下水道事業

248,395

98,000

129,252

45,618

20,000

　収益的支出

△ 338,254

（単位：千円）

70,33112,010

78,000

５，５１４千円を予定している。

　当年度における期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費を支給するための賞与引当金の取崩し額は、

1,779

特定環境保全公共下水道事業の２つを報告セグメントとしている。

公共下水道事業

　　支払利息及び企業債取扱諸費

1,488

　　一般会計負担金

経常損益

営業損益

101,991

　収益的収入

　　一般会計補助金

△ 65,118

その他の項目

58,321

項　目

291

△ 273,136

11,728

27,261

51,71939,991

202,777

408,585

　　減価償却費
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（単位：円）

１．営業収益

（１）下水道使用料 56,375,000

（２）雨水処理負担金 10,237,000

（３）その他営業収益 282,000 66,894,000

２．営業費用

（１）管渠費 3,066,000

（２）ポンプ場費 6,805,000

（３）業務費 614,000

（４）総係費 50,197,000

（５）流域下水道維持管理負担金 100,624,000

（６）減価償却費 222,039,000

（７）資産減耗費 144,000

（８）その他営業費用 0 383,489,000

　　営業利益 △ 316,595,000

３．営業外収益

（１）受取利息及び配当金 14,000

（２）他会計負担金 114,519,000

（３）他会計補助金 115,800,000

（４）補助金 2,500,000

（５）長期前受金戻入 140,000,000

（６）雑収益 13,000 372,846,000

４．営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 50,994,000

（２）雑支出 0 50,994,000 321,852,000

　　経常利益 5,257,000

令和６年度　宮若市下水道事業会計予定損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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５．特別利益

（１）過年度損益修正益 0

（２）その他特別利益 0 0

６．特別損失

（１）過年度損益修正損 10,000

（２）その他特別損失 0 10,000 △ 10,000

　　当年度純利益 5,247,000

　　前年度繰越利益剰余金 57,447,855

　　その他の未処分利益剰余金変動額 0

　　当年度未処分利益剰余金 62,694,855
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（単位：円）

１　固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 26,768,159

　　ロ　建物 99,373,940

　　　　減価償却累計額 △ 29,441,297 69,932,643

　　ハ　構築物 7,443,453,720

　　　　減価償却累計額 △ 658,100,125 6,785,353,595

　　ニ　機械及び装置 508,247,359

　　　　減価償却累計額 △ 80,466,863 427,780,496

　　ホ　車両及び運搬具 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ヘ　工具器具及び備品 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ト　建設仮勘定 0

　　有形固定資産合計 7,309,834,893

（２）無形固定資産

　　イ　施設利用権 1,539,045,293

　　無形固定資産合計 1,539,045,293

　　固定資産合計 8,848,880,186

２　流動資産

（１）現金預金 211,596,624

（２）未収金 55,655,701

　　　貸倒引当金 △ 538,000 55,117,701

（３）有価証券 100,000

（４）その他の流動資産 0

　　流動資産合計 266,814,325

　　資産合計 9,115,694,511

令和６年度　宮若市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

資　産　の　部
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３　固定負債

（１）企業債 4,039,888,998

　　固定負債合計 4,039,888,998

４　流動負債

（１）企業債 177,685,000

（２）未払金 89,409,000

（３）引当金

　　イ　賞与引当金 5,514,000

（４）預り金 300,000

（５）その他の流動負債 100,000

　　流動負債合計 273,008,000

５　繰延収益

（１）長期前受金 5,237,276,149

（２）長期前受金収益化累計額 △ 563,383,687

　　繰延収益合計 4,673,892,462

　　負債合計 8,986,789,460

負　債　の　部
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６　資本金

（１）資本金 39,442,037

　　資本金合計 39,442,037

７　剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　国庫補助金 0

　　ロ　負担金 0

　　ハ　他会計補助金 0

　　ニ　受贈財産評価額 26,768,159

　　資本剰余金合計 26,768,159

（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金 0

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 62,694,855

　　利益剰余金合計 62,694,855

　　剰余金合計 89,463,014

　　資本合計 128,905,051

　　負債資本合計 9,115,694,511

資　本　の　部
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金　額

1 下水道事業収益 478,145

1 営業収益 76,196

1 下水道使用料 64,515

1 公共下水道使用料 51,425 公共下水道使用料

2 特定環境保全公共下水道使用料 13,090 特定環境保全公共下水道使用料

2 雨水処理負担金 11,378

1 雨水処理負担金 11,378 雨水処理に係る一般会計負担金

3 その他営業収益 303

1 手数料 303 責任技術者登録手数料等

2 営業外収益 401,947

1 受取利息及び配当金 2

1 預金利息 2 預金利息

2 他会計負担金 129,252

1 他会計負担金 129,252 一般会計負担金

3 他会計補助金 98,000

1 他会計補助金 98,000 一般会計補助金

4 国庫補助金 1,300

1 国庫補助金 1,300 社会資本整備総合交付金（接続補助）

                                                                                                                                                                                                                                               
収益的収入及び支出

　　　明　　　　　細　　　
目

収　　入

款・項

（単位：千円）

備　　　　考節
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金　額

　　　明　　　　　細　　　
目款・項

備　　　　考節

5 長期前受金戻入 163,327

1 長期前受金戻入 163,327 国庫補助金分 61,758

県補助金分 47

他会計補助金分 53,931

受益者負担金分 5,487

受益者分担金分 1,703

受贈財産評価額分 12,558

その他 27,843

6 消費税及び地方消費税還付金 10,000

1 消費税及び地方消費税還付金 10,000 消費税及び地方消費税還付金

7 雑収益 66

1 その他雑収益 66 その他雑収益

3 特別利益 2

1 過年度損益修正益 1

1 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益

2 その他特別利益 1

1 その他特別利益 1 その他特別利益
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金　額

1 下水道事業費用 472,785

1 営業費用 420,865

1 管渠費 2,489

1 委託料 1,150 マンホールポンプ維持管理委託料

2 光熱水費 225 マンホールポンプ電気使用料

3 修繕費 975 マンホールポンプ修繕費

4 通信運搬費 139 マンホールポンプ通信費

2 ポンプ場費 7,704

1 委託料 4,901 権助ポンプ場管理業務委託料等

2 光熱水費 576 権助ポンプ場電気使用料等

3 燃料費 13 権助ポンプ場施設燃料費

4 修繕費 990 権助ポンプ場施設修繕費

5 通信運搬費 39 権助ポンプ場自動電話通報装置

6 手数料 20 権助ポンプ場し尿処理手数料

7 工事請負費 1,165 権助ポンプ場水路浚渫工事請負費

3 総係費 52,314

1 給料 12,680 一般職給

2 手当 8,678 扶養手当 312

通勤手当 396

住居手当 285

管理職手当 499

時間外勤務手当 722

支　　出

（単位：千円）

款・項 目
　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考
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金　額
款・項 目

　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考

期末勤勉手当 4,430

児童手当 240

退職手当組合負担金 1,523

地域手当 271

3 法定福利費 4,507 共済組合費等 4,477

公務災害補償基金負担金 30

4 賞与引当金繰入額 2,468 期末勤勉手当繰入 2,104

法定福利費繰入 364

5 報酬 1,868 会計年度任用職員報酬

6 委託料 12,544 水質検査委託料 486

調査設計委託料 3,709

電算関係委託料 8,349

7 旅費 173 普通旅費 122

会計年度任用職員費用弁償 51

8 備消品費 715 消耗器材費

9 印刷製本費 141 印刷製本費

10 通信運搬費 177 郵便料 133

インターネット回線手数料 44

11 手数料 398 口座振替手数料

12 賃借料 68 カラープリンター賃借料

13 負担金 1,409 研修会参加負担金 375

日本下水道協会負担金 108

上下水道料金システム管理費負担金 322

県内市下水道推進協議会負担金 20

流域下水道促進協議会負担金 584
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金　額
款・項 目

　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考

14 補助交付金 2,600 水洗便所等改造補助金

15 保険料 26 総合賠償責任保険料

16 報償費 3,332 受益者負担金一括納付報奨金

17 貸倒引当金繰入額 530 下水道使用料未収金等に係る貸倒引当金繰入額

4 流域下水道維持管理負担金 109,962

1 流域下水道維持管理負担金 109,962 流域下水道維持管理負担金

5 減価償却費 248,395

1 有形固定資産減価償却費 181,012 建物減価償却費 5,420

構築物減価償却費 150,916

機械及び装置減価償却費 24,676

2 無形固定資産減価償却費 67,383 流域下水道施設利用権減価償却費

6 資産減耗費 1

１ 固定資産除却費 1 固定資産除却費

2 営業外費用 51,719

1 支払利息及び企業債取扱諸費 51,719

1 企業債利子 51,669 企業債利子

2 借入金利子 50 一時借入金利子

3 特別損失 101

1 過年度損益修正損 100

1 過年度損益修正損 100 過年度損益修正損

2 その他特別損失 1

2 その他特別損失 1 その他特別損失

4 予備費 100

1 予備費 100

1 予備費 100 過年度損益修正損

-32-



金　額

1 資本的収入 647,482

1 企業債 356,600

1 企業債 356,600

1 建設改良債 356,600 公共下水道事業債 291,000

流域下水道事業債 65,600

2 国庫補助金 193,000

1 国庫補助金 193,000

1 国庫補助金 193,000 社会資本整備総合交付金

3 負担金及び分担金 13,672

1 受益者負担金 10,590

1 受益者負担金 10,590 受益者負担金

2 受益者分担金 3,082

1 受益者分担金 3,082 受益者分担金

4 他会計補助金 27,843

1 他会計補助金 27,843

1 他会計補助金 27,843 一般会計補助金

5 他会計出資金 56,367

1 他会計出資金 56,367

1 他会計出資金 56,367 一般会計出資金

資本的収入及び支出

収　　入

（単位：千円）

款・項 目
　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考
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金　額

1 資本的支出 837,001

1 建設改良費 659,216

1 管路建設費 492,834

1 給料 17,733 一般職給

2 手当 8,895 扶養手当 198

通勤手当 400

住居手当 324

管理職手当 425

時間外勤務手当 687

期末勤勉手当 4,738

退職手当組合負担金 1,755

地域手当 368

3 法定福利費 5,391 共済組合費 5,341

公務災害補償基金負担金 50

4 賞与引当金繰入額 2,923 期末勤勉手当繰入 2,490

法定福利費繰入 433

5 報酬 1,797

6 委託料 19,027 水質検査委託料 988

調査設計委託料 18,039

7 旅費 80 普通旅費 56

会計年度任用職員費用弁償 24

支　　出

（単位：千円）

款・項 目
　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考
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金　額
款・項 目

　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考

8 備消品費 228 消耗器材費

9 賃借料 1,660 積算システムリース料等

10 工事請負費 411,100 公共下水道汚水管渠築造工事等

11 補償費 24,000 水道管移設補償費等

2 ポンプ場建設改良費 99,000

1 委託料 71,000 調査設計委託料

2 工事請負費 28,000 権助ポンプ場計装設備外改築工事

3 流域下水道建設負担金 67,382

1 流域下水道建設負担金 67,382 流域下水道建設負担金

2 企業債償還金 177,685

1 企業債償還金 177,685

1 企業債償還金 177,685 企業債償還金

3 予備費 100

1 予備費 100

1 予備費 100
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